2010年１１月２０
藤沢市長　海老根　靖典　様
鎌倉市民フォーラム代表　増田 康仁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 政策部会長　櫻井 三奈子

武田薬品工業株式会社との環境保全の協定書（案）についての意見
貴職の市政へのご尽力に感謝申し上げます。

件名について、以下５点、意見させて頂きます。お手数をおかけしますが、ご回答は、郵送とメイルにて、当会事務局宛てにお願いします。


【１】三者協定の締結について
　環境保全の協定案は、鎌倉市と藤沢市がそれぞれ武田薬品工業と二者協定を締結するものですが、市と武田薬品工業に住民を交えた三者協定にすべきだと考えます。
　茅ヶ崎市にある神奈川県衛生研究所は、市と住民（29自治会）との三者協定を締結しました（注１）。この神奈川県衛生研究所環境安全協定を参考に、協定案を作ってください。
どうしても二者協定にするのであれば、せめて、協定案の策定協議は住民を交えて行うことを要望します。どちらにしろ、その過程が住民に開かれたものでなければ住民の安心や信頼、納得は得られません。
（注１）『神奈川県衛生研究所環境安全協定』
http://www.eiken.pref.kanagawa.jp/007_about/0706_environment/0706_agree.htm
【２】環境安全協議会の設置について
鎌倉市が二者協定でしかない、という方針なのであれば、せめて、住民と専門家を交えた環境安全協議会を設置することを盛り込む必要があります。人権擁護の観点からも、自らの生活に影響があることについて意見表明し、決定できる自己決定権を擁護するために、この環境安全協議会の設置が不可欠です。

【３】住民との意見交換会について
鎌倉市は、「現時点で、協定の内容について意見交換会は考えていませんが、皆様からのご要望により、勉強会等が必要との意見が多いようであれば、検討していきます」とのことですが、住民に開かれた意見交換の場が必要との意見が多く聞かれますので、11月に藤沢、鎌倉両市がそれぞれ住民組織と共催した勉強会に引き続き、今後も、協定の策定段階で実施して下さい。


【４】事業者・行政の責務を明記した特別条例の制定について
　今回の協定の取りまとめと平行して、市は、バイオ関連、とくに病原体を扱う事業について、事業者・行政の双方の責務を明記した特別の条例を制定すべきです。


【５】協定案の項目について
　下記8項目を協定項目に加えることを要望します。
1 住民との環境安全協議会設置

2 住民による立ち入り検査

3 協議会で合意した安全管理についての同社の報告

4 研究内容の制限（注２）

5 実験動物焼却炉の外部委託

6 排水の再利用による自社処理

7 1日1回以上の飼育動物数の確認

8 年1回以上の想定訓練（バイオハザードのみならず、火災、災害、地震、停電等）。

（注２）研究内容の制限

①遺伝子組み換え実験に関しては、P1及びB1レベルの実験までとする。

②生物災害（以下、バイオハザード）を防止するため、この新研究所では病原性

のあるものは一切扱わないものとし、同社は扱う生物の安全性を実証しない限り、遺伝子組み換え及びそれに準ずる実験・研究業務を行わないこと。

（参照：1994年12月締結の千葉市、昭和電工、5つの町内会との環境安全協定書）　　
また、今回提示された協定案の項目についても下記の通り、要望いたします。
記

(目的)
第１条　「地域住民の安全と健康を守り」ではなく、対象を「全ての市民」とすべきです。
　大気汚染や水質の汚濁、その被害は広範囲にもたらすもので、地域を限定できないからです。


(リスクコミュニケーション)
第４条　「積極的なリスクコミュニケーション（安全対策についての情報共有）」行うため「安全協議会」を設置すべきです。
　研究所と行政と市民代表などの３者が、定例的に情報交換と必要な安全対策を協議する場を設けておくことが、全ての事に関連する大変重要な仕組みとなります。住民が最も適切な市民代表を選ぶ取決めも、必要な事項です。

(温室効果ガス対策)　(大気汚染防止対策)　
第６条　及び　第７条　大気汚染防止対策について協定案は第６条で「物を燃焼させる設備の運転効率云々」と書いており、続く第７条でも「動物焼却炉」という表現は使用せず、何を焼却するのかを明記していません。しかし、実際には「動物焼却炉」からの煙という意味であることは明らかです。あいまいな表現にすべきではありません。
　ただし、動物の死体を燃やすことを明記するにしても、この動物焼却炉の稼動を認める協定案は締結すべきではありません。今回、近隣住民を中心に集めた1万筆の署名は、住宅地から20～40ｍの場所で焼却炉稼動は「精神的な苦痛と身体への悪影響をもたらす」から止めて欲しい という内容でした。全国でも住宅地に隣接して燃やすのは武田薬品だけだということもはっきりしています。この問題については、協定案に「市民の理解が得られるまで 稼動は停止する、」位の文面を入れない限り、市民は納得できませんし、同案に合意しないでしょう。


(微生物の安全管理)
第14条　法令遵守のみではなく、病原体を研究所の外へ一切もらさないことを、協定に明記するべきです。病原体を扱う実験は、動物実験の場合を含め全て行政に 登録すべきです。実験の目的、危険性など実験内容と、研究所内外にたいする漏洩防止対策を明記し、行政の理解を得る仕組みが必要です。市は安全協議会の場を通じて市民にたいし、病原体の名前まで出さなくても実験の危険性と安全対策を常に説明できるよう最低限の仕組みを規定すべきです。


以上
連絡先：事務局　上野千代　〒248-0022鎌倉市常盤404　　電話0467－32－8910　
メイル先：　代表　増田康仁　harutoum@rondo.plala.or.jp
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